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表2.メタ分析の結果

変数 k n r r w SO r w Range Z w 

末子年齢

子供数

配偶者の就業状況

家事・育児時間

家族役割ストレッサ一

家族員・配偶者の支援

FWCとその規定要因との関係
4 1， 926 -.24 -.22 .12 -.42 to -.12 3.60 

8 3.294 .18 .18 .13 .01 to .434.37 

2 1， 563 . 10 . 07 . 07 . 02 t 0 . 18 1. 59 
5 2.186 .20 .20 .13 -.13 to .46 3.92 

5 1， 903 .33 .29 .11 . 17 to .59 4.88 

5 1， 124 -.17 一.15 .07 -.35to一.13 3.01 

FWCと結果変数との関係
退職意志 4 662 . 15 . 15 .02 .02 to .23 2.82 

組織コミットメント 3 526 -.11 -.15 .18 -.25 to .14 2.88 

職務満足 9 2.438 -.16 -.14 .09 -.30 to .03 3.40 

注)k=研究数、 n=サンプル総数、 r=重みづけない相関係数の平均、 r.=サンプル数によって重み
づけられた相関係数の平均、 SOr.=r.の標準偏差、 rRange=1次データの相関係数のレンジ、 z.= 
サンプル数によって重みづけられた Zの平均.

Zの平均)が5%水準の臨界値である 1.645よりも小さい変数は“配偶者の就業状況"しか

なく、他の5変数とFWCとの関係はすべて有意ということなる。効果サイズの大きさの

順は、家族役割ストレッサー，末子年齢，家事・育児時間，子供数，家族員・配偶者の支

援、であった。

①末子年齢が低いほど、子ども数が多いほど、 FWCが高くなる可能性がある。

末子年齢と FWCの関係を分析した3研究 (Frone& Yardley， 1996; Judgeら， 1994; 

Parasuramanら， 1996)のうち、 Frone& Yardley， Judgeらにおいて、末子年齢が小さいほ

ど、 FWCは高くなる傾向が見出された。子ども数と FWCの関係を分析した 5研究

(Beutell & Wittig-Berman， 1999; Frone & Yardley，1996; Judgeら， 1994;Kinnunen & 

Mauno， 1998; Netemeyerら， 1996)のうち、 Kinnunen& Mauno， Judgeら， Netemeyerらにお

いて、子ども数が多いほどFWCは高くなる傾向が見出された。

②配偶者の就業行動とFWCとの関係について検討した研究Oudgeら， 1994;Kinnunen 

& Mauno， 1998)では、有意な関係は見出せなかった。なお、家族員数とFWCとの関係を検

討した研究は、見当らなかった。

③家事・扶養家族の世話に費やす時間が長くなるほど、 FWCが高くなる可能性がある。

家事時間が多いほど、あるいは週あたり扶養家族の世話に費やす時間数が多いほど、 F

WCが高くなることを、 3つの研究(Froneら， 1997;Gutekら， 1991;Judgeら， 1994)で見

出したが、 O'Driscoll&Hildreth(1992)では、仕事以外の家族などの8種類の役割・活動

に費やす週当たりの時間とFWCとの聞に、有意な関係は見出されなかった。

④家族役割ストレッサーが大きいほど、 FWCが高くなる可能性がある。

Aryeeら(1999)は、親役割荷重とFWCとの聞に有意な関係を見出した。 Carlsonら

(2000)は、家族役割内葛藤と時間・ストレイン・行動に基づく FWC全ての聞に、また家

族役割の暖昧さと行動に基づく FWCとの聞に、有意な関係を見出した。 Grandey& 
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Cropanzano (1999)では、“家族役割内葛藤，家族役割の暖昧さを合成した測度"とFWCと

の間で、 Froneら(1992)とVinokurら(1999)では、“親役割の荷重，子どもの不作法な行動

の程度，配偶者のサポートのなさ，配偶者との関係から生じる緊張・葛藤の度合い、から

なる測度"とFWCとの間で、有意な関係が見出された。また、 Froneら(1997)は、育児

役割が荷重なほど、 FWCが高くなることを見出している。

⑤家族員および配偶者のサポートによって、 FWCを低くなる傾向が見られる。

配偶者のサポートがあるほど、 FWCが低くなる可能性が、 3つの研究において支持さ

れた(Adamsら， 1996; Froneら， 1997;Frone & Yardley，1996)。さらに Carlsonら(2000)

は、配偶者を含めた家族員からの社会的支援が得られると感じているほど、時間・ストレ

イン・行動に基づく FWC全てが低くなる傾向を見出した。一方、 Aryeeら(1999)， 

Parasuramanら(1996)においては、配偶者のサポートとFWCとの聞に有意な関係が、見

出されなかった。

(3) FWCが及ぼす影響

ワーク・ファミリー・コンフリクトと様々な結果変数との関係が分析されてきた。Kossek

& Ozeki (1998)は、ワーク・ファミリー・コンフリクトと職務満足，生活満足との関係をレ

ビューし、メタ分析している。同様に、 Allenら(2000)は、ワーク・ファミリー・コンフ

リクトのうちWFCに限定して、仕事関連7変数(職務満足，組織コミットメント，退職

意志，欠勤傾向，職務業績，キャリア満足，キャリア・サクセス)，非仕事関連5変数(生

活満足，結婚満足，家族満足，家族役割遂行，余暇満足)，ストレス関連7変数(心理的ス

トレイン，身体的症状，抑うつ，薬物乱用，パーン・アウト，職務関連のストレス，家族

関連のストレス)との関係をレビューし、メタ分析している。

このうち、本調査で従属変数にする女性の就業行動と関連の深いと思われる、①退職意

志，②組織コミットメント，③職務満足、とFWCとの関係について、簡単に述べる。ち

なみに、退職意志と関連が深いと考えられる欠勤傾向とFWCとの関係を検討した研究は、

存在しないようである。メタ分析の結果(表2参照)では、上記3変数に関するZwが5%

水準の臨界値である 1.645よりも大きく、有意であった。すなわち、 FWCと退職意志・

組織コミットメント・職務満足との聞にいずれも有意な関係があることが明らかにされた。

①退職意志との関係

Allenら(2000)は、退職意志とWFCとの関係を検討し、 10の調査データがあることを

見出し、その相関係数の平均は.29であることを報告している。 FWCとの関係を検討し

た研究は、われわれの文献調査では、 2研究 (Netemeyer ら， 1996; Grandy品

Cropanzano， 1999)しかないようであるが、いずれも有意な正の相関関係を見出している。

Netemeyerらは、小学校・高校の教職員(n=182)・自営業者(n=162)および不動産セールス

マン(n=186)を分析対象にして、 r=.23(WF Cと退職意志:r=.25)・r=.02 (WF Cと退職意

志 r=.14)および r=.l7<WFCと退職意志 r=.28)であることを見出している。また、
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Grandy & Cropanzanoは、州立大学教員(n=132)を分析対象にして、 r=.19(WFCと退職意

志 r=.20であることを見出している。このように研究数は少ないが、 FWCが退職意志

を促進する関係にあることで、一致している。

②組織コミットメントとの関係

Allenらは、組織コミットメントとWFCとの関係を検討し、 6の調査データがあるこ

とを見出し、結合された相関係数の平均は一.18であることを報告している。 FWCとの関

係を検討した研究は、われわれの文献調査では、 3研究(Netemeyerら，1996;O'Driscoll 

ら，1992;Wiley，1987)しかないようであるが、 O'Driscollらの研究では有意な関係はな

いが、他の2研究は有意な負の関係を見出している。 Netemeyerらは、小学校・高校の教

職員(n=182)を分析対象にして、 r=一.25(WF Cと組織コミットメント:r=-.20)であること

を見出している。また、 Wileyは、大学の夜間コースに登録している社会人(n=224)を分析

対象にして、 r=-.23(“職務→職務以外の生活への葛藤"と組織コミットメント r=.21，

“職務→家族生活への葛藤:r=.OOであることを見出している。一方O'Driscollらは、ミ

シガン州Lansingの住人 120人(調査票配布者は560人で電話帳から無作為抽出)を分析

対象にして、 FWCと組織コミットメントの間に有意な関係を見出せなかった(r=.14， ns)。

ちなみに、 WFCと組織コミットメントの間にも有意な関係は見出せなかった。

③職務満足との関係

Kossek & Ozeki (1998)は、 FWCと職務満足との関係を検討し、 9の調査データがある

ことを見出し、メタ分析によって結合された相関係数の平均(r w)はー.14であることを報

告している (WFCとの職務満足とのrwはへ23)。

2 方法

(1)分析対象者

女性は、就業者でも家事・育児を担当することが、性別役割上当然とされることが多く、

仕事と家族役割をともに担当せざるを得ない可能性が、男性より多い。さらに、わが国で

は、特に育児期に女性が市場労働から退くことが顕著である。これらのことを踏まえて、

本論では、家事に加えて膏児を担当している可能性がある 20代 40代の女性のみを分析

対象にする。すなわち、 49歳以下の女性でかつ分析に使用される変数に欠損のない1，147 

名を、分析対象とする。

(2)変数

①従属変数

従属変数は、女性の就業行動に関する 2測度である。

第 1は、“本人のキャリア"、すなわち、本人がどのような職種に従事しているかどうか

に関する測度である。現在収入をともなう仕事についていて、年収が 130万円以上で、専

門・技術系の職業および管理的職業についている場合を4、現在収入をともなう仕事につ
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いていて、年収が 130万円以上で、専門・技術系の職業および管理的職業以外の職に従事

している場合は3、現在収入をともなう仕事についているが年収が 130万円以下の場合を

2、現在、収入をともなう仕事についていない場合をしとした。平均が2.02で標準偏差

は0.96である。

第2は、“本人の年収"である。年収がない(=1).100万円未満(=2).100 129万円台(=3)• 

130 199万円台(=4).200 399万円台(=5).400 599万円台(=6).600 799万円台(=7)• 

800 999万円台(=8).1000 1199万円台(=9).1200万円以上(=10)と数値化され、平均は

2.81で標準偏差は1.79であった。

②独立変数

“本人の学歴"と“性別役割意識"以外の変数は、すべてFWCの規定要因として図1

に掲載された変数と関連するものである。

<本人の学歴> ワーク・ファミリー・コンフリクトの規定要因とは想定されていない

が、就業行動に関連があると予想されるので、分析に組み込んだ。新制中学卒レベルを 1、

新制高卒レベルを2、新制専門学校卒レベルを3、新制短大卒レベルを4、新制大卒レベ

ルを5と数値化した。平均は2.86で標準偏差は1.17である。

<6歳未満の子の数> 末子年齢では、子どものいない人の場合、数値化が不能なため、

子どもの年齢に即し3階層に区分して、子どもの数を算出し、それを測度とした。子ども

がいない人はすべて0と数値化した。平均 0.30で標準偏差は0.58であった。

<6歳以上 12歳以下の子の数> 平均0.61で標準偏差は0.82であった。

<13歳以上 17歳以下の子の数> 平均 0.46で標準偏差は0.68で、あった。

<家族同居者人数> 平均が4.27で標準偏差1.31であった。

<配備者のキャリア> 当該測度は、現在収入をともなう仕事についていて専門・技術

系の職業および管理的職業に従事している場合は3、現在収入をともなう仕事についてい

て専門・技術系の職業および管理的職業以外の職に従事している場合は2、現在収入をと

もなう仕事についていない場合はしとした。平均 2.26で標準偏差は0.49であった。

<配偶者の年収> 従属変数である本人の年収と評定法は同じである。ただし、配偶者

の年収がわからないとの回答は欠損値として分析に入れなかった。平均は 6.37で標準偏差

は1.52である。

<性別役割意識> ワーク・ファミリー・コンフリクトの規定要因とは想定されていな

いが、就業行動に関連があると予想されるので、分析に組み込んだ。“男性は外で働き、女

性は家庭を守るべきである"という 1項目からなり、評定は、そう思う(=1).どちらかと

いえばそう思う (=2).どちらかといえばそう思わない(=3).そう思わない(=4)、である。

平均は 2.87で標準偏差は0.95である。

<家族ストレス> “子どものことで悩んだこと"“配偶者のことで悩んだこと"“親・

義理の親のことで悩んだこと"“「自分が家族に理解されていなしリと感じたこと"“家族

-32-



内での自分の負担が大きすぎると感じたこと"の5項目からなり、当該項目に相当する人

がいない場合は0、何度もあった(=4)，ときどきあった(=3)，ごくまれにあった(=2)，ま

ったくなかった(=1)と評定した。そして、これらの項目を加算して平均した値を測度とし

た(α=.75)。平均値は2.16で標準偏差は0.77であった。

表3.相関係数行列 N=1147 

変数

1.本人の学歴
2. 6歳未満の子の数
3. 6歳以上12歳以下の子の数
4. 1 3歳以上17歳以下の子の数
5.家族同居者人数
6.配偶者のキャリア
7.配偶者の年収
8.性別役割意識
9.家族ストレス

4 6 8 

.12 

.11 -.01 
ー.04 -. 30 -. 10 
ー.04 .10 .39 .31 
.27 -.01 .01 .04 -.07 
.16 -.10 -.01 .08 .01 .29 
.07 .02 .00 .01 -.02 .02 -.05 
ー.05 .02 .07 .09 .18 -.03 -.02 .00 
ー.03-.01 .04 .09 .02 .03 .07 -.12 

10 11 12 13 14 15 

.06 10.本人の家事(食事の用意)の頻度
11.本人の育児・子供の世話の頻度 ー.03 .02ヘ01-.05 -.05 -.04 -.10 . 02 -. 05 -. 20 
12.配偶者の家事(食事の用意)の頻度
13.配偶者の育児・子供の世話の頻度

.08 

.15 
.27 
.41 
.37 .23 
.29 -.02 

.41 .00 -.01 .00 .18 .10 -.04 

.22 -.01 -.07 .06 .05 -.03 .15 .57 
14.配偶者のサポート .07 -.01 -.04 -.03 -.01 .05 .02 -.08 -.32 -.01 .11 -.08 .15 
15.本人のキャリア .05 -.22 -.08 .09 .01 .08 -.05 .27 .01 -.19 .09 -.14 -.06 .00 
16.本人の年収 .06 -.14 -.14 .04 -.03 .07 .00 .25 .03 -.18 .07 -.16 -.06 .04 .82 

※ 相関係数がおよそ.058で5%水準で有意

表4.階層的重回帰分析 N=1147 

五斗..Jl 杢 Aの隼血

自 R 2 Sig F IH 2 SigL¥F 
強立変数

1.本人の学軍 I .07本 .07事
2. 6歳未満仰子の数 |ー.24** ー.16 ** 
3. 6歳以上12歳以下の子の数 |ー.10** ー.16 ** 

第1ステップ 4. 1 3歳以上17歳以下の子の数 I . 02 .08.00 一 ー.02 .06 .00 
5.家族同居者人数 I . 12 ** . 10村
6.配偶者のキャリア I .09** .06 
7.配偶者の年収 |ー.06* .01 

8.性別胸j意識 I .25 ** .23 ** 
9.家族ストレス I .04 .08 ** 
10.本人の家事(食事の用意〉の頻度 |一.14 ** ー.12 ** 

第2ステップ 11.本人の育児・子供の世話の頻度 |ー.14 ** . 19 . 00 . 11 .00 ー.14**.15.00 .09 .00 
12.配偶者の家事(食事の用量的の頻度 I .05 .03 
13.配偶者の育児・子供の世話の頻度 I .07 .06 
14.配偶者のサポート I .00 .04 

※ 8は最終第2ステップでの標準偏回帰係数である (林 pく.01.本p(.05)
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<本人の家事・育児の頻度> “食事の用意"“洗濯"“風目そうじ"“育児や孫・子ども

の世話"“家族や親族の看病・介護"の5項目からなり、当該項目に相当する人がいない場

合はO、ほぽ毎日 (=5)， 1週間に4 5回(=4)，1週間に 2 3回(=3)，1週間に 1回く

らい(=2)，ほとんど行わない(=1)と評定した。この5項目の信頼性係数はα=.36と信頼性

に欠けるため、“食事の用意"“育児や孫・子どもの世話"を各々別々に独立変数として回

帰方程式に投入することにした。“食事の用意"“育児や孫・子どもの世話"の平均値は

4.86， 3.99で標準偏差は0.54，1. 95であった。

<配偶者の家事・育児の頻度> 上記と同じ項目・評定で、この5項目の信頼性係数は

α=.28と信頼性に欠けるため、“食事の用意"“育児や孫・子どもの世話"を各々別々に 1

項目の独立変数として回帰方程式に投入することにした。“食事の用意"“育児や孫・子ど

もの世話"の平均値は1.31， 1.87で標準偏差は0.74，1. 56であった。

<配偶者のサポート> “配偶者(夫)は、わたしの心配ごとや悩みごとを聞いてくれ

る"“配偶者(夫)は、わたしの能力や努力を高く評価してくれる"“配偶者(夫)は、わ

たしに助言やアドバイスをしてくれる の3項目からなり、配偶者のいない場合は0、あ

てはまる(=4)，どちらかといえばあてはまる(=3)，どちらかといえばあてはまらない(=2)， 

あてはまらない(=1)と評定した。そして、これらの項目を加算して平均した値を測度とし

た(α=.87)。平均値は 2.98で標準偏差はO.79であった。

(3)分析

上記の独立変数と2つの従属変数との関係を、階層的重回帰分析によって検討する。第

lステップとして、人口統計学的変数 (7変数)を投入し、第2ステップにはリッカート・

タイプの評定によって数値化された変数 (7変数)が追加投入された。

3 結果

表3に、分析に使用された全変数間の相関係数行列を提示し、表4に本人のキャリアお

よび本人の年収を従属変数にした階層的重回帰分析の結果を提示する。

“本人のキャリア"を従属変数にした分析では、 6歳未満の子の数， 6歳以上 12歳以下

の子の数，配偶者の年収，本人の食事の用意の頻度，本人の育児・子どもの世話の頻度が

負の効果があり、逆に、本人の学歴，家族同居者人数，配偶者のキャリア，性別役割意識

が正の効果があることが見出された。 13歳以上 17歳以下の子の数，家族ストレス，配偶

者の食事の用意の頻度，配偶者の育児・子どもの世話の頻度，配偶者のサポートは、当該

従属変数と有意な関係がなかった。また、当該従属変数の分散を、人口統計学的変数(第

1ステップでの7変数)で約8%、その他の変数(第2ステップでの7変数)で約 11%説

明づけ、独立変数全体で約 19%を説明づけることが明らかにされた。

“本人の年収"を従属変数にした分析では、 6歳未満の子の数， 6歳以上 12歳以下の子

の数，本人の食事の用意の頻度，本人の育児・子どもの世話の頻度が負の効果があり、逆
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に、本人の学歴，家族同居者人数，性別役割意識，家族ストレスが正の効果があることが

見出された。 13歳以上 17歳以下の子の数，配偶者のキャリア，配偶者の年収，配偶者の

食事の用意の頻度，配偶者の育児・子どもの世話の頻度，配偶者のサポートは、当該従属

変数と有意な関係がなかった。また、当該従属変数の分散を、人口統計学的変数(第1ス

テップでの 7変数)で約6%、その他の変数(第2ステップでの 7変数)で約9%説明づ

け、独立変数全体(計 14変数)で約 15%を説明づけることが明らかにされた。

このように2種の従属変数に共通して、有意な独立変数はほぼ一致している。配偶者の

キャリア・年収が第1の従属変数では有意な関係であったのに第2の従属変数との関係は

有意でなかったこと、家族ストレスと第lの従属変数との関係が有意であったのに、第2

の従属変数との関係は有意でなかったこと、以上の3つの関係以外は、 2つの従属変数に

渡って、独立変数と従属変数との関係は一致していた。

4 考察

先行研究の知見と一致して、 6歳未満の子の数， 6歳以上 12歳以下の子の数と 2つの従

属変数は有意な負の関係が見出された。 6歳未満の子の数と“本人のキャリア"との関係

は6歳以上 12歳以下の子の数と当該従属変数との関係よりも強いことを踏まえれば、年少

者の存在は、家族役割の遂行に多くの時間をとられるので、そのことによって、職務によ

り多くの時間をあてる必要があると思われる管理・専門職につく可能性を低減するものと

思われる。また、子の数が就業行動に及ぼす負の効果が解消されるのは、 2つの従属変数

ともに、 13歳以上 17歳以下であることから、子がこの年齢になると、女性の就業行動へ

の負の影響は低減する。就学前の子どもがいることが女性の就業行動面でマイナスになる

ことはかつてから強調されてきたが、小学生の子を持つ場合でも、キャリア・年収にとも

にマイナスの効果を及ぼす点を考えると、保育所などの就学前児童を対象にした保育サー

ビスの充実だけではなく、小学生を対象にした保育サービス(いわゆる学童保育)の充実

をはかることも、女性の就業を支援する上で重要であることを示唆している。

家族人数は、 2つの従属変数ともに、有意な正の関係があった。この結果は、図1に提

示したモデルとは矛盾するものである(ただし、家族人数とFWCを検討した先行研究は

存在しない)。わが国では、本人および夫の父母(特に母親)との同居が、女性の就業継続

を促進することがよく指摘されるが、この結果はそのことを示唆している可能性がある。

家族員数の増大は、家族役割の荷重につながることによって、 FWCを高める可能性もあ

るが、育児を母親に替わって担当する資源にもなる可能性がある。

先行研究では、図 1のモデルとは異なり、配偶者の就業行動とFWCとの間に有意な関

係を見出せなかった。しかし、今回のわれわれの分析では、年収を従属変数にした場合は

先行研究の知見と一致しているが、キャリアを従属変数にした分析では異なっている。配

偶者の職種が管理・専門的なほど、自身の職種もその傾向を増すが、配偶者の年収が増す
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ほど、自身の職種は管理・専門的でない傾向になるというのである。一方、年収を従属変

数にした場合は配偶者のキャリア・年収とも有意な関係がない。このように、従属変数に

よって、変数間の関係が矛盾している。

先行研究では、家事・育児時間に費やす時間が長いほど、 FWCが高くなることが明ら

かにされ、この知見と今回の結果とは一致している。すなわち、食事の用意・育児の頻度

が高いほど、管理・専門職でない傾向を増し、年収も低くなる傾向が増す。ただし、この

結果は、賃金が低く、管理・専門的職務に従事している女性ほど、食事の用意や育児を多

く担当しているというパスの流れの方がデータに適合している可能性もあり、安易に「家

事・育児の頻度→就業行動Jのパスで捉えるべきではないだろう。

先行研究では、家族役割ストレッサーの増大はFWCを高める可能性を支持しており、

予想としては、家族役割ストレッサーの増大は就業行動に有害な影響を与える可能性があ

るといえる。しかし、本結果では、本人のキャリアとは無関係で、本人の年収とは正の関

係というように、先行研究とは一致していない。特に、家族ストレスが年収を高めるとい

う関係は、図 1のモデルとは完全に対立するものである。

配偶者の食事の用意・育児の頻度および配偶者のサポートは、 2つの従属変数間で一致

して有意な関係を得られなかった。一方、先行研究では、配偶者のサポートはFWCを低

減することを示唆している。このような結果が導き出された理由は、配偶者のサポート項

目がサポートの全般的な側面を把握しようとするものであり、本人の就業行動に対する配

偶者の理解・支援に焦点をあてた項目ではなかったことが原因かもしれない。

図1に掲載されていないが、探索的に分析に投入された“本人の学歴"“性別役割意識"

は、 2つの従属変数ともに有意な関係があることが見出された。学歴の高さと女性の就業

行動との関連は人的資本論による説明で可能であるし、多くの研究でこの関係は見出され

てきた。また、性別役割意識と女性の就業行動との関係も、多くの実証分析で見出されて

きた。ただし、現状において専業主婦やパートに従事している者が、自分の現状を踏まえ

て、“男性は外で働き、女性は家庭を守るべきであるという項目に否定的反応を示してい

るに過ぎず、実際の本人のジエンダーに関する態度を反映していない可能性がある。

以上を整理すると、年少の子どもの存在 (6歳未満の子の数， 6 1 2歳以下の子の数)

と本人の家事・育児遂行の頻度は、女性の就業行動にネガティブな影響を与えている可能

性があり、夫のサポートは妻の就業行動にポジティプな影響を与えていないようである。

このような関係は、従属変数がキャリアの場合、年収の場合でも一致して見出された。し

たがって、本結果においても、女性の育児と仕事の両立の難しさが明らかにされ、保育サ

ービスの充実が女性の就業行動を促進するということを、示唆している。最後に、保育サ

ービスの充実とは、就学前児童だけが対象ではなく、小学生も含まれることを付言してお

く。

-36-



引用文献

ADAMS， G. A.， KING， L. A.， & KING， D. W.， "Relationships of job and family 

involvement， family social support， and work-family conflict with job and life 

satisfaction，" Journal 01 AppliedPsychology， 81， 1996，411-420. 

ALLEN， T.， D.， HERST， D. E. L.， BRUCK， C. S.， & SUTTON， M.， "ConseQuences associated 

with work-to-family conflict: A review and agenda for future research，" Journal 01 

Occupational Health Psychology， 5， 2000， 278-308. 

ARYEE， S.， LUK， V.， LEUNG， A.， & LO， S.， "Role stressors， interrole conflict， and 

well-being: The moderating influence of spousal support and coping behaviors among 

employed parents in Hong Kon，" Journal 01 Vocational Behavior， 54， 1999， 259-278. 

BEUTELL， N. 1.， & WITTIG-BERMAN， U.， "Predictors of work-fami ly confl ict and 

satisfaction with family， job， career， and life，" Psychological Reports， 85， 1999， 

893-903. 

CARLSON， D. S.， KACMAR， K. M.， & WILLIAMS， L. 1.， "Construction and Initial 

Validation of a Multidimensional Measure of Work-Family Conflict，" Journalol 

Vocational Behavior， 56， 2000， 249-276. 

FRONE， M. R.， RUSSELL， M.，品COOPER，M. L.， "Antecedents and outcomes of work-fami ly 

conflict: Testing a model of the work-family interface，" Journal 01 Applied 

Psychology， 77， 1992， 65-78. 

FRONE， M. R.， & YARDLY， J. K.， "Workplace family-supprtive programmes: Predictors 

of employed parents' importance rat ings，" Journal 01 Occupat ional and Organizat ional 

Psychology， 69， 1996， 351-366. 

FRONE， M. R.， YARDLY， 1. K.， &MARKEL， K. S.， "Developingand testingan integrative 

model of the work-fami ly interface，" Journal 01 Vocat ional Behavior， 50， 1997， 

145-167. 

藤本哲史・吉田悟 「ワーク・ファミリー・コンフリクト:ふたつの研究潮流と経営組

織における問題点」 組織科学 33，1999， 66-78. 

GRANDEY， A. A.， & CROP釧ZANO，R.， "The conservation of resources model applied to 

work-fami ly confl ict and s train，" Journal 01 Vocational Behavior， 54， 1999， 350-370. 

GREENHAUS， J. H.， & BEUTELL， N. J.， "Sources and conflict between work and family 

roles，" Academy 01 Management Revie~ 10， 1985， 76-88. 

GUTEK， B. A.， SEARLE， S.， & KLEPA， L.， "Rational versus gender role explanations 

for work-fami ly confl ict，" Journal 01 Appl ied Psychology， 76， 1991， 560-568. 

JUDGE， T. A.， BOUDREAU， J. W.， & B阻TZ，R. D.， "Job and life attitudes of male 

executives，" Journal 01 Applied Psychology， 79， 1994， 767-782. 

-37ー



金井篤子・若林満 「女性パートタイマーのワーク・ファミリー・コンフリクトJ 産業・

組織心理学研究~ 11， 1998， 107-122. 

加藤理・吉田悟 「職業生活と家族生活の調和・統合への模索:Ii'職業生活/家族生活

聞のコンフリクト』に焦点を当てて」 日本労務学会第29回全国大会研究報告論集， 1999， 

67-73. 

KINNUNEN， U.，品MAUNO，S.， "Antecedents and outcomes of work-fami ly confl ict among 

employed women and men in Finland，" Human Relations， 51， 1998， 157-177. 

KOSSEK， E. E.， & OZEKI， C.， "Work-family conflict， policies， and the job-life 

satisfaction relationship: A review and directions for organizational behavior-human 

resources research，" Journal of Applied Psychology， 83， 1998， 139-149. 

南隆男・吉田悟 rli'Work & Family Interface~ に関する基礎的研究:仕事と家庭生活の

調和・統合への模索」 産業・組織心理学会第12回大会発表論文集， 1996， 99-104. 

Mullen， B.， Advancedbasicmeta-analysis， Hillsdale， LawrenceErlbaumAssociates， 

1989. (小野寺孝義訳「基礎から学ぶメタ分析Jナカニシヤ出版， 2000) 

NETEMEYER， R. G.， BOLES， J. S.， & MCMURRIAN， R.， "Development and validation of 

work-fami ly confl ict and fami ly-work confl ict scales，" Journal of Appl ied Psychology， 

81， 1996， 400-410. 

O'DRISCOLL， M. P.， ILGEN， D. R.， & HILD阻TH，K.， "Time devoted to job and off-job 

activities， interrole conflict， and affective experiences，>> Journal of Applied 

Psychology， 77， 1992， 272-279. 

PARASURAMAN， S.， PUROHIT， Y. S.， & GODSHALK， V. M.， "Work and family variables， 

entrepreneurial career success， and psychological well-being，" Journal of Vocational 

Behavior， 48， 1996， 275-300. 

VINOKUR， A. D.， PIERCE， P. F.，品 BUCK，C. L.， "Work-family conflicts of women in 

the air force: Their influence on mental health and functionig，" Journalof 

Organizational Behavior， 20， 1999， 865-878. 

WILEY， D. L.， "The relat ionship between work/nonwork role confl ict and job-related 

outcomes: Some unanticipated findings，" Journal of Management， 13， 1987， 467-472. 

吉田悟 「ワーク・ファミリー・コンフリクトの規定要因に関する検討:主要研究レビ

ューJ 人間周係学研究(大妻女子大学人間周係学部人工 2001(印刷中)

吉田悟・南隆男 rli'職業生活と家庭生活の調和・統合』への模索:育児休業・介護休業

を取得することの心理・社会的基底J 日本労務学会第28回全国大会研究報告論集， 1998， 

29-34. 

吉田悟・南隆男 rli'職業生活と家庭生活の調和・統合』への模索:妻が出産後にも就業

継続することと、夫が育児休業を取得することの心理・社会的基底」 日本労務学会蒜，1，

一 38-



1999， 22-31. 

表1において、末子年齢に関する2研究(Kinnunen& Mauano， 1998; Parasuraman 
ら， 1996)の相関係数は原典とは逆方向の負と表記されているが、それは他の研究と方向を
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(2000年 12月8日提出)
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